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第三者委員会からの調査報告に基づく再発防止策に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年４月21日付「第三者委員会からの調査報告書の受領に関するお知らせ」

において公表いたしましたとおり、当社の連結子会社である株式会社ノーブルコミュニケー

ション及び株式会社ＩＪＴの２社間の会計処理の一部に不適切なものがある旨（以下「本会

計処理」といいます。）の指摘がなされたことを厳粛に受け止めるとともに、第三者調査委員

会（以下「本委員会」といいます。）からの再発防止策についての提言に沿って経営体制の改

善を行うべく、下記のとおり改善策を定めましたのでお知らせいたします。 

なお、本会計処理における主な訂正すべき金額は、法人税等▲13,299千円、少数株主損益

▲100,854千円であるなど、当社連結決算に与える影響が軽微なため、過年度決算報告書の訂

正は行わず、平成27年３月期の期首残高として利益剰余金▲13,299千円等を計上することと

なりました。 

株主様、投資家様及び関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしますが、

当社グループの経営陣および従業員が一丸となって信頼回復に努めてまいる所存でございま

すので、何卒、ご理解とご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

記 

（再発防止策について） 

１ 適正な財務諸表の作成および表示に関する経営陣の意識改革 

本会計処理を許容していた当時の当社経営陣（以下「旧経営陣」といいます。）は、

調査報告書において本委員会から、「会社は当該取引の法的な契約形態に準拠し、かつ、

グループ間取引の実態に応じて、一般に公正妥当な企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し、適正に表示すべきであるのに、その認識が希薄であったといわざるを得

ない」との指摘がなされました。 

これに対して現在は、本会計処理に関わった旧経営陣の排除が済んでいるほか、現

経営陣は、本会計処理に疑義を抱き、調査が必要と判断して本委員会を設置するなど、

「正しい会計処理」に相応の見識がある経営体制となっております。そのうえで、更

に、二度と同様の間違いを生じさせないために、財務会計に携わるべき役員、管理職



 

を対象とした層別の研修会を実施するなど、それぞれの段階で「不適切さ」に気付け

る会計知識の習得と社内体質の醸成を図ってまいります。 

 

２ 内部監査及び監査役監査の強化 

当社では、１で述べた研修会を通して、会計知識に関する全社的なレベルアップを

図る一方、財務経理担当者、内部監査担当者については、より専門的な研修等を実施

することにより、会計業務の質的向上と監査業務の実効性の向上を図ってまいります。 

 

３ グループ間取引に関する準則の整備 

グループ会社の管理については、グループ会社管理規程を設定して、親会社である

当社取締役会の承認が必要な事項、当社取締役会への報告が必要な事項等について定

めておりますが、当社とその子会社等との間の取引（以下「グループ間取引」といい

ます。）に関する手続については規定されておらず、本委員会からもグループ会社間取

引の適正性及び公正性を担保するための準則を策定すべきであるとの提言がなされま

した。 

これを受けて、グループ会社管理規程を見直し、グループ間取引を行う際の手続、

条件等の取り決めを行い、内部監査の重点チェック項目とするなどして運用を徹底し

てまいります。 

 

以 上 


